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空き家所有者情報・空き家改修補助（官）と空き家活用ノウハウ（民）による官民連携

（岐阜県飛騨市）

○飛騨市では、賃貸用の空き家が少ないという課題に対し、空き家の流動化を促進し、定住促進、地域活性化
を図ることを目的に、空き家を賃貸住宅にするために改修した際の費用を一部負担（1/2以内、300万上
限）する制度を創設。

○また、市内の宅地建物取引業者との連携により、円滑に空き家等の所有者と借り手・買い手を結びつける空
き家情報サイト「飛騨市住むとこネット」を構築。

岐阜県飛騨市の事例岐阜県飛騨市の事例

○飛騨市住むとこネット○飛騨市 空き家賃貸住宅改修事業補助金

・空き家等の売却及び賃貸を希
望する所有者等から申し込み
を受けた情報を借り手・買い
手に提供するシステム

・飛騨市役所が運営
・登録業者となった市内の宅地建

物取引業者が交渉・仲介等を行う

＜サービスの概要＞

＜対象＞空き家を飛騨市住むとこネットの賃貸物件に登
録するために改修工事を行う者
＜条件＞
・補助金の交付を受けた日から引き続き5年以上（補助

額が200万を超える場合は10年以内）、空き家等を
飛騨市住むとこネットに賃貸物件として登録。

・補助金の交付を受けた日から5年間（補助額が200万
を超える場合は10年以内）は、転売または2親等以内
の親族に賃貸しない。

空き家等改修補助金

移住者賃貸住宅改修補助金

＜対象＞移住者と賃貸借契約を締結した飛騨市住むとこ
ネットに登録された住宅を、移住者の要望に応じて入居
開始前に改修工事を行う場合
＜条件＞
・補助金の交付を受けた日から引き続き5年以上（補助

額が200万を超える場合は10年以上）、この移住者
にこの住宅を居住用に賃貸する。

補助対象工事
(1)改修工事に要する費用が10万円以上であること。
(2)市内に事業所を有する法人または個人と契約を締結して

施工する改修工事であること。 2
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民間資金を活用して公有地を移住促進住宅として整備している事例

（茨城県境町）

○町外から新婚世帯、子育て世帯を呼び込むに際し、若者が住みたいと思うような魅力的な住宅が少なかった
ため、PFIのスキームを活用し、地域優良賃貸住宅を整備。

○退去後、およそ８割が町内で戸建て住宅を新築。移住から定住への好循環につながっている。
○現在までの累計転入者数は250人を超えている。
○また、単にハコモノを整備するだけでなく、総合的な移住政策として、子育て支援（特に英語教育）や、通

勤・通学者向けに町～東京駅のバス運行。町内での自動運転バス導入などにも取り組んでいる。

茨城県境町の事例茨城県境町の事例

（出典）境町資料を基に国土交通省作成 3
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子育て世代の移住促進に向けた住宅取得や交通費支援（栃木県小山市）

○ 子育て世代の移住促進に向けて、自治体が住宅取得や交通費の経済負担軽減のため、補助金による支援を
実施。

○ 移住、住宅取得支援、通勤についての3つの補助金により移住する子育て世代を支援。

栃木県小山市の事例栃木県小山市の事例

【移住支援金】
・5年以上、東京23区に在住または東京圏に在住し東京23区に通勤していた方が、就職・起業・テレワークな
どの要件を満たして小山市へ転入すると補助が受けられる。（単身での転入60万円、世帯での転入100万円
（子ども1人につき100万円の加算）、内閣府地方創生移住支援事業を活用）

【転入勤労者住宅取得支援補助金】
・東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）から転入して住宅を取得した場合、新築30万円・中古10万円
の支援。（要件に応じて加算され、新築最大50万円、中古最大20万円。）

【新幹線通勤定期券購入補助金】
・子育て世代が新幹線通勤定期券を購入し、東京圏へ通勤する場合、毎月最大1万円、36月分までを補助。

（出典）栃木県小山市HPを基に国土交通省作成

おやまし
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自治体が空き家を改修、サブリースし様々な居住形態に対応（高知県四万十町）1/4
第1回専門委員会資料３ 高瀬委員発表資料より再掲
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お試し居住施設による移住のきっかけづくり（高知県四万十町）2/4
第1回専門委員会資料３ 高瀬委員発表資料より再掲
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お試し居住施設による移住のきっかけづくり（高知県四万十町）3/4
第1回専門委員会資料３ 高瀬委員発表資料より再掲
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お試し居住施設による移住のきっかけづくり（高知県四万十町）4/4
第1回専門委員会資料３ 高瀬委員発表資料より再掲
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認定こども園の一時預かり事業と移住体験住宅の組み合わせによる保育園留学の取組
（北海道厚沢部町）（令和５年度「地域づくり表彰」）
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デジタル活用による地域公共交通の維持（長野県茅野市）
（令和４年度デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）参考事例集）
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コワーキングスペースの整備・運営による新規事業創出支援
（長野県塩尻市「スナバ」）

○長野県塩尻市は、シビック・イノベーション拠点「スナバ」を市が事業運営し、全国の社会・地域課題を解決する社会的効果
や持続可能性のある事業がスナバや塩尻を通して生み出されていくことを目指している。
〇デスクワークやミーティングスペースなどの一般的なコワーキング施設の機能のほか、地域で新規事業の創出につながる機能
も持たせている。
○企業、起業家、大学、生活者、行政のすべてを“市民”ととらえ、持続可能性と社会的効果を両立する事業や、 新しい仕組みを

共創し、シビック・イノベーターを育成したり、増やしながら「シビック・イノベーションの中心地」を目指す。

＜スナバ・ビジネスモデル・ブートキャンプSBB＞

＜スナバのコンセプト＞

スナバ・ビジネスモデル・ブー
トキャンプ（以下、SBB）は、
持続可能なビジネスに挑戦する
地域の起業家に向けた事業を加
速させる実践型プログラムとし
てスタート。5期目からは気軽に
参加できる単発のセミナー形式
へと転換し、事業立ち上げに必
要な要素を盛り込み、参加者同
士の学びあいを促進している。

＜スナバの３つの機能＞

コワーキング
様々な情報やアイディア、試行錯誤の経験、スキルやノウハ

ウ、リソースやアセットが集まり、事業やプロジェクトを加速
するコミュニティのベースがある。
アクセレレーター

アイディアを形にし、少しでも前に進めるための地域の起業
家プログラムのほか、高校生起業家教育プログラムや、社会的
インパクトを追求する地域の起業家と投資家やVCなどをマッチ
ングするプログラムなど、各種プログラムを運営する。
ラボ

シビック・イノベーションの概念を探究し、拡げていくため
に、事例研究やカンファレンス、ツアーを実施する。

基本的なオフィス機能としては、デスクワークやミーティング
はもちろん、追加料金で法人登記や郵便受取、資料保管なども
可能。メンバーシップ（レギュラー）7,500円/月（税別）

＜オフィス機能の詳細＞

（出典）長野県塩尻市「スナバ」資料を基に国土交通省作成

「生きたいまちを、ともに
創る」をビジョンに掲げる
スナバは、市民一人ひとり
が生きたいまちをつくる主
体と考え、身近なところか
らアクションや変化が生ま
れることで、まちがどんど
ん面白くなっていく。
シビック（市民による）イ
ノベーションが勃興するま
ちを目指します。

名前の由来は「公園の砂場」から
楽しい予感がして誰でも来ることができて行けば誰かがいる。
作ったり、壊したり、何度でも挑戦できるそんな場所がスナバです。

11



コワーキングスペースの整備による働く場、子育て環境、交流の場の創出

（長野県富士見町 富士見森のオフィス）

○長野県富士見町では富士見町テレワークタウン計画の一環として、コワーキングスペース「富士見 森のオ
フィス」を2015年に設立。Route Design合同会社が役場と共同で企画し、運営委託を受け運営。コワーキン
グスペースのほか、宿泊も可能で、お試し居住の拠点としても利用が可能。

○これまでに160以上の仕事や地域プロジェクト、事業が創出され、森のオフィスの登録者は1200名以上。
〇親子ワーケーションなど、子育て世代の移住・二地域居住等につながるプログラムも提供しているほか、イベ

ントの実施など、地域との交流の機会を創出している。
○その他、移住促進施策として、町外からの移住希望者に対し、月額83,000円（1ヶ月の家賃、光熱費相当）

を補助している（毎年限定5名）。

○平日親子ワーケーションの取組

富士見 森のオフィス」に滞在しテレワークを行い
ながら、こどもは富士見町にある森のようちえん
「野外保育 森のいえ ぽっち」での体験入園に参加で
きる、親子ワーケーション・プログラムを実施。

○森のオフィスの設備概要

＜併設の宿泊施設＞

＜イベントの様子＞

2015年12月。長野県諏訪郡富士見町にオープンした、個室型オ
フィス 、コワーキングスペース、会議室、食堂を備えた複合施設。
都心からの移住者にとっての仕事場や交流の場、地域住民の方々に
とっての相談スペースとして、里山に住む人々と都会に住む人々を
繋ぎ、新しい仕事や働き方、暮らし方を創り出す場を目指している。

＜施設内観＞

＜施設外観＞
（出典）富士見 森のオフィス、富士見町HPより国土交通省作成 12
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特定地域づくり事業協同組合制度による多業支援の取組

（島根県海士町「海士町複業協同組合」）

〇「海士町複業協同組合」は2020年11月に設立。29組合員、派遣人材17名が登録(2023年7月時点)。
〇移住者を主体に雇用し、季節の人材需要に合わせて組合員の事業所に従業員を派遣。従業員は2社以上で働
くことを条件とし、季節で分割するパターンや1年を通じて2社に週で分割するパターンなど働き方を選択。
〇派遣人材の人件費は1/2(上限200万まで)、事業に係る運営費は1/2(上限300万まで)を町が補助。
○様々な事業所で勤務する複業により各社を俯瞰して見るからこそできる「企業の魅力発見による価値創出」

や「企業どうしの繋がりの発見による新事業創出」目指す。

○AMU WORK(海士町的マルチワーク)の仕組み

※複業を通じた過疎地域の活性化として、2023年度グッ
ドデザイン賞を受賞。国が定める「特定地域づくり事業」
からは、全国初の受賞。

（出典）海士町複業協同組合HP、ヒアリング資料を基に国土交通省作成

○はたらき方の例

○はたらき先の例

組合事務局：AMU WORKERとはたらき先のサポート、
調整・連絡業務などを行う。
AMU WORKER：AMU WORKを実践する職員。事務局と相
談し、季節や個々のスキルに応じて、はたらき先を決める。
はたらき先：AMU WORKERがはたらく事業所。組合に所属
し、事務局を通じて仕事を依頼。

13
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地域づくり人材の雇用⇒所得の安定・社会保障の確保

参考 特定地域づくり事業協同組合制度の概要（総務省）1/3

※令和 ５年 12 月時点において、全国で92組合（35道府県95市町村）が活動中。 14



参考 特定地域づくり事業協同組合制度の概要（総務省）2/3

（出典）総務省HPより引用

特定地域づくり事業協同組合 派遣職員の移住状況について

派遣職員の約７割が地域外からの移住者

他の都道府県から移住
234人（56％）

組合のある市町村内に
以前から居住

105人（25％）

転居を伴わずに
市町村外から通勤

30人（7％）

組合のある都道府県内の
他の市町村から移住

52人（12％）

・27人がUターン者
・12人が地域おこし協力隊の経験者
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参考 特定地域づくり事業協同組合制度の概要（総務省）3/3

（出典）総務省HPより引用

令和５年１０月１日までに採用された派遣職員の総数は、４２１人。

○調査概要

特定地域づくり事業協同組合 派遣職員の状況について

男女比は約3：2 約６割の職員が２０代・３０代

【男女比】 【年代比】

男 性
246人（58%）

20歳代 143人
（34％）

30歳代 107人
（25％）

40歳代 83人
（20％）

50歳代 59人
（14％）

60歳代以上
29人（7％）

女 性
175人（42%）
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農業体験から自営独立までの長期的支援による町外からの新規就農者の獲得

（長野県小布施町）

○長野県小布施町では、基幹産業である農業を中心に新規就業支援体制を整備。新規就農希望者に対しては、
農業体験から自営独立までのすべてのプロセスにおいて、長期的視点に立ちながら支援する体制を構築。

○町外から移住をし、新規就農する人向けにアパート代など住居費の一部を補助する制度（最長７年間）や、
新規就農者用住宅を貸し出す（最長２年間）取組も行っているほか、新規就農者の販路拡大のためのふるさ
と納税の活用なども実施。

○小布施町新規就農者支援メニュー ○長野県里親研修制度

農業者として１人立ちし経
営を継続できるよう、地域の
農業者のもとで一定期間研修
を行う（最大２年間）。町内
で長野県に里親農家として認
定を受けた農家数は10軒。

○ふるさと納税特産品への農作物提供
町にふるさと納税をして

いただいた方へのお礼の品
に【新規就農者応援コー
ス】を設定。新規就農者の
売り上げ向上や販路の拡大
を支援。

○町外出身の新規就農者向けの住まいの確保

【新規就農者用の住宅】

•家賃 円 月（単身用）、 円 月（世帯用）
•利用可能期間 里親研修終了まで（最長 年間）

＜単身用＞ ＜世帯用＞

【新規就農者住居費助成事業】

•補助率 （上限 円 月）
•受給可能期間 里親研修開始から農業次世代人材
投資事業（経営開始型）受給終了まで（最長 年間）

おぶせまち

（出典）小布施町HP、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局資料、さとふるHPを基に国土交通省作成 17



地域課題研修と人材マッチングによる地方での副業機会の創出（静岡県焼津市）1/2
第1回専門委員会資料４ 森田委員資料より再掲
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地域課題研修と人材マッチングによる地方での副業機会の創出（静岡県焼津市） 2/2
第1回専門委員会資料４ 森田委員資料より再掲
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地方での就農とテレワークを組み合わせた新しい働き方（瀬戸内ReFarming 株式会社）1/5
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地方での就農とテレワークを組み合わせた新しい働き方（瀬戸内ReFarming 株式会社）2/5
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地方での就農とテレワークを組み合わせた新しい働き方（瀬戸内ReFarming 株式会社）3/5
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地方での就農とテレワークを組み合わせた新しい働き方（瀬戸内ReFarming 株式会社）4/5
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地方での就農とテレワークを組み合わせた新しい働き方（瀬戸内ReFarming 株式会社）5/5

瀬戸内ReFarming株式会社
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地域移住サポーターの取組事例（高知県）

○移住検討者、移住者の身近な相談役として、各市町村の推薦により、移住者や農業従事者、民生委員などの
地域の方を高知県地域移住サポーターとして登録。（23市町村において、190人登録（R5年11月現在））

○県の移住コンシェルジュや市町村の担当者・専門相談員とともに移住検討者、移住者をサポート。

高知県の事例高知県の事例

○地域移住サポーター
地域移住サポーターは、高知県への移住を希望してい

る方や移住してきた方のさまざまな不安や心配事等の解
消に向けて、県や市町村と連携して地域の情報の提供や
同じ地域に暮らす住民としてアドバイス等を行うもの。

＜地域移住サポーターの配置実績＞
・23市町村190人※R５.11月末時点

＜地域移住サポーターの属性＞

＜相談内容の例＞

○移住希望者
・移住を検討している地域を一緒に回って案内してほしい

→ 半日～１日程度。希望があれば地域の方を紹介
・先輩移住者を紹介してほしい

○移住者
・地域のお店情報（ex.病院、リフォーム業者、クリーニング店）
・学校の相談（ex.校区、どういった校風なのか）
・生活している中でのさまざまな困りごと
・相談以外では、地域の観光情報やイベントの問い合わせも多い

○職業：移住者、農業従事者、民生委員、
地区長（集落の代表者）、地域団体や
移住支援団体のメンバーなど

○平均年齢：
57歳 ※委嘱時の年齢

○男女比：
男性 121名（64％）
女性 69名（36%）

○先輩移住者の割合：
28.4%（Ｕターン11名、Ｉターン43名）
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＜サポートの内容＞
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本市における移住促進への取り組みにおいて、移住を支援するメニューは、一定程度充実しており、移住者が必要に応じて支援メニュー
を取捨選択できる状況となってはいるものの、コロナ禍を機とした地方移住への機運の高まりや自治体競争が激しくなるなか、今後は、移
住希望者のニーズを的確に捉え、本市がその選択肢のひとつとなるよう、本市の魅力を磨きつつ、どのような人々とどのような関係を構築
するのか、あるいは本市のまちづくりにおいて移住者をどう位置付け、何を期待するのか等の視点を念頭に、移住を希望する人へのアプ
ローチはもとより、仕事や生活面も含めたトータル的な支援を戦略的にマネジメントすることが必要となる。

移住戦略の策定による移住受け入れ方針の明確化とサポート体制の構築の取組

（岐阜県高山市の「移住戦略」）

○岐阜県高山市では、移住検討者への仕事や生活面も含めたトータル的な支援を戦略的に実施していくため、令和3年4月に「高山
市移住戦略」を策定。

○「飛騨高山ならではの魅力を伝える」、「移住者に寄り添う」、「多様な移住スタイルを支援する」を取り組みの柱として位置
づけ。

○移住者への支援として、移住に関する情報提供・支援・相談対応をワンストップで行う「飛騨高山移住定住サポートセンター」
の設置や、移住者が地域内で孤立しないよう、移住前から移住後までフォローができる体制を整えるための移住コーディネータ
ー「飛騨高山暮らし案内人」を設置。

○移住受入方針の明確化（高山市移住戦略（令和3年4月）より抜粋）

連携

飛騨高山暮らし案内人の活動内容
1.移住・定住に関する相談への対応
2.移住・定住に関する相談への対応のための高山市内の現
地案内
（令和４年４月より、Iターン者や地元出身者など５名が活動）

（飛騨高山暮らし案内人）

○移住者への支援の取組（飛騨高山移住定住サポートセンター、移住コーディネーター）

（出典）高山市資料を基に国土交通省作成 26
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交流拠点の創出による町内・町外の交流の促進（埼玉県横瀬町「エリア898」）

○埼玉県横瀬町では、JA旧直売所跡地を利活用し、町民と横瀬町に関わる人との交流拠点として「エリア898
（エリアはちきゅうはち）」を整備している。

〇交流の場づくりについては、横瀬町の官民連携プラットフォーム「よこらぼ」を通じて町民団体が提案し、改
修にあたっては、主に横瀬町民や横瀬の関係人口の手によって行われた。

〇現在は、エリア898に併設した形で、二拠点居住者用の宿泊付のコワーキングスペースが開設され、より町外
の方と町民が交流し、地域の活動に積極的に参加するなど、新しい関係性が生まれている。

○ エリア898の概要

＜移住した若者と
町民との交流＞

埼玉県秩父郡横瀬町に誕生した、横瀬町民による横瀬に関わる人た
ちのためのコミュニティ・イベントスペース。使用されなくなってい
たJA旧直売所跡地を利活用し、町民と横瀬町に関わる人たちが交わる
“交差点”として活用されている。

（出典） 横瀬町役場

＜町民と関係人口らで施設の改修を行った＞

＜町民・町外、子ど
も・大人、民間
行政等が一同に
交わる場＞

27

よこぜまち はちきゅうはち

○官民連携プラットフォーム「よこらぼ」
横瀬町は不確実性の時代における公共経営の形を目

指し、「よこらぼ」という官民連携プラットフォーム
を整備。企業や個人など、誰もがプロジェクトを応募
でき、横瀬町をフィールドに、町役場と連携をしなが
ら、新しいチャレンジを応援する仕組みを構築してい
る。この「よこらぼ」でプロジェクトを実行したこと
をきっかけに、横瀬町に移住した人もいる。



特定地域づくり事業協同組合制度による多業支援の取組（奄美市しまワーク協同組合）

（出典）総務省資料、奄美市しまワーク協同組合資料を基に国土交
通省作成

〇 団体名：奄美市しまワーク協同組合
〇 所在地：鹿児島県奄美市名瀬
〇 設立：令和５年５月
〇 事業概要
・令和５年に８社で設立された特定地域づくり事業
協同組合。
・今年度の派遣職員は５名を予定し、参加事業者の
もとで、ホテル業や農業等のマルチワークに従事。

〇「奄美市しまワーク協同組合」は2023年５月に設立。今回、観光、宿泊、農業、イベント企画などの事業
を行っている市内８事業所が参加。

〇移住者を中心に無期雇用派遣職員を雇用し、組合員の事業所の繁忙期などに合わせ、期間を限定して職員を
派遣。複数の仕事を組み合わせることにより、年間を通して働ける場を提供。

〇派遣職員の人件費や事務局の運営などにかかる経費の1/2を市町村から補助。

※特定地域づくり事業協同組合制度
地域の事業者で組合を立ち上げて、職員を雇用した上で、

事業者の仕事を組み合わせて年間を通じた仕事を創出し、雇
用した職員を参加事業者の職場に派遣することで、地域の担
い手の確保、移住・定住を促進する仕組み。

28



NPO法人主体のサブリースによる空き家の利活用の取組 （NPO法人あまみ空き家ラボ）

あまみ空き家ラボの事例あまみ空き家ラボの事例

○2017年7月に設立。「所有者」「住む人」「地域」三方よしの空き家活用を目指し活動。
○NPOが大家から空き家を借り受け、転貸する「サブリース」に取り組んでいる。
○奄美群島内に立地するNPO運営の空き家を活用した様々なタイプの住まいや滞在型施設を会員制でシェアリ

ングするしくみづくりに着手。また、NPOの会員とチームを結成し、空き家問題や人材不足問題などの地域
課題を解決する仕組みづくりに取り組んでいる。

（出典）NPO法人あまみ空き家ラボ活動報告を基に国土交通省作成

＜実績＞
空き家所有者の相談件数： 累計140件
サブリース物件数： 累計65軒
家探しの相談件数： 年間113組
※家探しの相談は、奄美群島在住者が
約3割と最も多い割合を占めている。

普及啓発

機会提供

調査研究

活用提案・
実証

活動支援・
人材育成
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都道府県、複数市町村、民間が連携した連絡会の設置による

移住促進の取組（諏訪圏移住交流推進事業連絡会）

○長野県では、６市町村（岡谷市、諏訪市、茅野市、下諏訪町、富士見町、原村）に加え、長野県諏訪地域振興局や宅建協会、
諏訪信用金庫、ハローワーク、移住者の会（すわなかま）などが参加して、平成26年に諏訪圏移住交流推進事業連絡会を組織。
公・民や市町村の枠を超えた広域による移住を推進。（事務局：長野県諏訪地域振興局）

○仕事、教育、医療や買い物など多くの面で密接な生活圏である特徴を活かし、合同による移住相談会の開催や移住ガイドブック
作成など実際の生活に根付いた形での移住促進策を実施するとともに、空き家問題など共通の課題に対するアプローチも実施。

○信州・諏訪６市町村 合同移住・交流ポータルサイトによる情報発信

○連絡会主催の合同移住イベントの開催

（出典）諏訪圏移住交流推進事業連絡会提供資料、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局資料を基に国土交通省作成

おかやし すわし ちのし しもすわまち ふじみまち はらむら

○諏訪圏移住交流推進事業連絡会の取組概要

県諏訪地域振興局
（事務局）

移住者の会（すわなかま）

宅建協会諏訪支部

住まい

諏訪地域6市町村

○諏訪圏移住交流推進事業連絡会の組織

多様な団体

行 政

お 金

各団体が専門性を活かし
トータルで移住希望者を支援

移住希望者

ハローワーク
商工会議所・商工会
県建築士会諏訪支部 等

30
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区域外就学制度を活用した二地域居住先での就学（徳島県）

○「二地域居住」や「地方移住」を促進する際の子どもの教育上の課題を解消するとともに、親の働き方改
革や、地方と都市の双方の視点を持った児童・生徒を育成することを目的に、徳島県独自の取組として
「デュアルスクール」を展開。

○「区域外就学制度」により、住民票のある市区町村教育委員会と、受け入れ先の市区町村教育委員会が協議
し承認されれば、保護者の短期居住にあわせ、住民票を異動させずに区域外の学校に転校することが可能※。

○徳島と都市部の二つの学校が一つの学校のように教育活動を展開し、両校間を１年間に複数回、行き来で
き、住所地の学校と受け入れ市町村内の学校、双方での授業日数が出席として認められる。

徳島県の事例徳島県の事例

（出典）徳島県HPを基に国土交通省作成

【期待される効果】
・ 地方と都市、 二つの学校の児童 ・ 生徒が同じ教室で共に学び、 交流することによる、 学校の活性化及び双方の視点 (デュアルな視点) 

を持った児童 ・ 生徒の育成
・二校間移動が容易になり、 地方と都市の交流人口が拡大
・ 学習進度の違いなど、 学校生活の不安を解消することによる、 地方と都市の二地域居住の可能性の拡大、さらには地方移住の促進

※二地域居住に伴う区域外の学校への通学は、文科省「地方移住等に伴う区域外就学制度の活用について（通知）」により区域外就学制度が活用できる
ことがH29年に周知されている。
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区域外就学制度について

区域外就学の手続き

学校教育法施行令
第九条 児童生徒等をその住所の存する市町村の設置する小学校、中学校（併設型中学校を除く。）又は義務教育学校以外の小学校、中学校、義務教育学校又は
中等教育学校に就学させようとする場合には、その保護者は、就学させようとする小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育学校が市町村又は都道府県の設
置するものであるときは当該市町村又は都道府県の教育委員会の、その他のものであるときは当該小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育学校における就
学を承諾する権限を有する者の承諾を証する書面を添え、その旨をその児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員会に届け出なければならない。
２ 市町村の教育委員会は、前項の承諾（当該市町村の設置する小学校、中学校（併設型中学校を除く。）又は義務教育学校への就学に係るものに限る。）を与
えようとする場合には、あらかじめ、児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員会に協議するものとする。

通常、住民票がある自治体において学齢簿を編製し、住民票がある自治体の設置する学校に就学
するが、住民票がある自治体の設置する学校以外の学校に就学する制度を区域外就学制度という。
基本的には、受け入れ先となる学校における就学を承諾する権限を有する者（※市町村立の場合
には、市町村教育委員会）が承諾をすれば、住民票を異動せずに、就学は可能となる。
まち・ひと・しごと創生総合戦略（２０１６改訂版）において、「地方への移住に伴う子供の就
学手続について区域外就学制度が活用できることを周知する」ことが明記されたことを受け、文
部科学省においても、平成29年に地方移住等に伴う区域外就学制度の活用について、各教育委員
会に通知を発出。また、文部科学省HP「就学事務Ｑ＆Ａ」にも掲載。
過去に、いわゆる二拠点居住、ワーケーションを行う保護者とともに普段の居住地から離れると
いった理由により、区域外就学を活用して受け入れた自治体は、小学校段階で134自治体（8％）、
中学校段階で89自治体（5％）である（R4.5.1現在）。

区域外就学制度について(文部科学省)
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情報サイトによる二地域居住実践者の生活スタイルの発信（長野県「ニブンノナガノ」）

○長野県において、テレワークや副業・兼業など新たな働き方への興味・関心の高まりを受け、長野県での新た
なライフスタイルの魅力を発信する二地域居住の情報サイト「ニブンノナガノ -もうひとつは、長野県-」を
立ち上げ、情報発信を行っている。

33国土交通省「令和４年度地方公共団体向け二地域居住等施策推進ガイドライン（第３版）」、長野県HPより引用

長野県での主な二地域居住の分類型を、パラレル型 ・テレ
ワーク型・別荘型・地域課題関与型・単身赴任型 と分類し、
実践者の事例等を紹介。

また、県内各地のテレワークやステイスポットをわかりや
すく紹介し、二地域居住等に結び付くプロジェクト等の告知
も行っている。

実践者の事例紹介 県内各地のテレワークやステイスポットの紹介

（ニブンノナガノ：https://nibunno-nagano.jp/）



デジタル県民証発行による二地域居住者の地域参加に向けた検討（山梨県）

・地域の実情に応じた最適な制度設計
・NFTデザイン（富士山や武田信玄等）
・NFT発行方法
・DAO形成ツール（Discord等）
・DAO運用（提言権や投票権等）
・ガバナンストークン
・実証実験の検証（課題等の洗い出し）

等

○研究会

研究会

山梨県

知見を持つ
団体・個人

参加が適当と
認められる
先進事業者等

市町村

山梨県内
IT企業

○目指す姿

❶
所定の手続きにより
デジタル県民証（※NFT）
を発行
※代替不可能な証明

❷
リアル県民＋デジタル
県民によるコミュニティ
（※DAO）をDiscordで形成
※リーダーがいない自律型の組織

❸
リアル県民＋デジタル
県民による地域づくり
に関する提案・投票行
動を促進

NFT購入者の属性分
析による関係人口の

見える化

「リアル県民」と「デジタル県民」が
共創する新しい地域づくりのモデル事業化

ふるさと納税返礼品の開発

人口減少に資する
事業の創出

移住者の増加

▶研究会メンバー
▶研究会開催時期

・１０月～２月にかけて研究会を開催
（リアル、オンライン、メタバース）
・先進地視察

▶研究事項

研究会メンバーを対象に、NFTを配布。実際にNFTを活用した新
たな地域づくりを体感しての課題感等を研究会で議論（上記、
目指す姿イメージ）。地域の実情に照らした事業スキームの可
能性を図る。

○実証実験

山梨県資料を基に、国土交通省作成

○山梨県において二地域居住者の実態把握が課題となっていたことから、令和５年度より「「デジタル県民」制
度研究会」を設置し、市町村と連携して検討を開始。

○これにより、①二地域居住者の実態把握と②人口減少が進む中での「関係人口創出」を進めるとともに、将来
的には、デジタル県民証を発行の上、リアル県民＋デジタル県民による地域づくりに関する提案・投票行動を
促進することを目指している。
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国土形成計画における災害時の二地域居住先等に関する記載

第４章 横断的な重点テーマ
第２節 地域を支える人材の確保・育成
３．関係人口の拡大・深化

（関係人口の意義）
関係人口は、人口減少や高齢化が進み地域づくりの担い手不足が深刻な地域において、地域の内発的

発展を誘発し、地域力を高める重要な人材となる。特に、こうした傾向が著しい中山間地域等における地域
コミュニティの維持のためにも、関係人口の拡大・深化は重要である。
関係人口として関わる人々にとっても、普段の生活の場と異なる地域との関わりを楽しみ、居場所や活躍の

場、学びの場を得ることでWell-being を高め、持続可能なwin-win の関係を構築していくことが可能とな
る。
また、災害時には二地域居住先等が円滑な避難先となったり、関わりを持つ地域が被災したときには支援

を行うなど、災害時の支え合いの基盤となりうる。

〔国土形成計画(令和5年7月28日閣議決定)抜粋〕
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二地域居住先が災害時の避難先となる仕組み（鳥取県智頭町）

鳥取県智頭町

○鳥取県智頭町では、地域外の居住者が災害に遭った際の避難先として宿泊場所等を提供する「保険」の取組
を行っている。

○加入者への特典として、特産品の送付や体験ツアーへの招待、民宿の割引等を提供することで、都市部とを
はじめとした地域間の継続的な関わりを創出している。

災害時の備えであるため「保険」という名称を用いているが、災害
を切り口とした地域間交流、物流、 商流による地域おこしの制
度として運用している。
加入者は関西や東京の居住者が多く、森林セラピーや民泊で
訪れる加入者は関西居住者が多い。
疎開保険は智頭町で発行しているNFT※のひとつにもなってい
る。（R5～）※非代替性トークン(Non-Fungible Token）

ち づ ちょう

ち づ ちょう

森林セラピー

夏はシャワークライミング、
冬はスノーシュートレッキング

受入住民

宿泊用に離れをリフォーム
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事 業 名 ：智頭町疎開保険
対 象：国内居住者
募集人数：年間1,000人（R5加入実績 約120人）
加入料金：１人コース 10,000円／年

２人コース 15,000円／年
３～４人コース 20,000円／年

受入基準：災害救助法発令地域に居住する加入者
支援内容：被災時における智頭町内および近隣町村提携施設での

宿泊場所と食事の提供（７日分）
特 典：○年１回特産品送付

○森林セラピーおよび民泊の利用半額
○国の重要文化財「石谷家住宅」１年間無料


